平成23年度第１回こうち男女共同参画会議　議事録
開催日　　平成23年９月７日（水）10:00～12:00
場　所　　高知共済会館　3階「藤｣
出席委員　筒井委員、稲田委員、南委員、中川委員、寺尾委員、松尾委員、生永委員、川村委員、中越委員、中

　　　　　山委員、永井委員、福島委員、大高委員（順不同、敬称略）
１　委員の交代について

　・人事異動等の理由により、山根委員、尾田委員、川田委員が辞任

　・南委員、生長委員、中越委員が後任として就任。

２　部長あいさつ

３　会長の選任

（司会）

　では、ここからは次第に従いまして会長を選任した後、協議に移ります。まず、次第の３「会長の選任について」です。これは、会長を務めていただいておりました山根委員が退任されたことに伴う会長の選任となります。条例では、会長は委員の互選により定めるとなっておりますので、こうち男女共同参画会議の委員の皆様に会長の選任をお願いします。ご意見、ご推薦等ございませんでしょうか。
　ご意見、ご推薦がないようですので、事務局案を提案させていただいてよろしいでしょうか。

（「はい、いいです」との声あり）

（事務局）

　それでは、事務局の方から提案させていただきます。昨年度、皆様にはこうち男女共同参画プランの改定でご議論いただきましてありがとうございました。今年の２月になりますが、最後のこの会の終了後にプランの内容の案の最終調整ということで山根会長様のところにお邪魔しました。その際に、山根会長さんの方から後任に南委員はいかがでしょうかというご推薦をいただきました。南委員におかれましては、高知女子大学衛生看護学科をご卒業後、聖路加看護大学看護学部教授、兵庫県立看護大学学長、兵庫県立大学副学長等を歴任され、この４月からは高知県立大学学長に就任されています。

　また、2005年には世界129カ国が加盟する国際看護師協会の会長に日本から初めて選ばれ、世界の看護職のリーダーとして会長の職に就かれました。この８月には、赤十字国際委員会が、顕著な功績のあった看護師に授与する「フローレンス・ナイチンゲール記章」を受章されておられます。

　男女共同参画につきましても、前任地の兵庫県で、県の男女共同参画推進委員会の委員として、男女共同参画条例の制定についての提言を行い、また、さまざまな分野で活躍する兵庫の女性たちが一堂に会し、ネットワークを広げ、新しいライフスタイルの実現をめざしていく「ひょうご女性未来会議」では、平成14年の設立当時から代表を務められております。こうしたことから、南委員は本会議の委員としては新しく就任されたばかりでございますが、男女共同参画に関する十分な経験と実績をお持ちであることから、会長は南委員にお願いすることをご提案申し上げたいと思います。

（司会）

　事務局から提案させていただきました。いかがでしょうか。

（「異議なし」との声あり）

（賛同の拍手あり）

（司会）

　ありがとうございます。では、会長を南委員にお願いすることとして決定いたします。それでは、南会長には前の席にお移りいただき、恐れ入りますが、ご挨拶をいただいたうえで協議に入っていただきますようお願いいたします。

（南会長）

　それでは、会議に先立ちまして一言ご挨拶させていただきたいと思います。ご紹介いただきました南裕子と申します。もとより、この分野では決して専門家ということではございませんが、長く生きておりますといろいろな経験もさせていただいて、男女共同参画の概念、男女共同参画という理念が日本に導入されて施行される頃から、いろいろな形であちこちでかかわらせていただいていたということもあります。しかし、自分だけで、責任持って何かを成し遂げたということではございません。委員さんの皆様方のお力をいただいて、私が委員長をさせていただきたいというふうに思っております。

　お聞きいたしますと、昨年はこのこうち男女共同参画プランを皆様方できちんとお作りくださって、そして、今回は私どもはこのプランに従って、重要な事項を審議し、そして、これにかかわるさまざまな事柄を県に対して進言するというような役割を持っているかと思います。私は、皆様のご意見がこの会議で自由に出せるような雰囲気づくりに努めていきますと共に、皆様方のご意見がきちんと県の施策に、または今後の男女共同参画の事業の推進のお役に立てるように、皆様方のご意見を大切にさせていただきたいと思っております。どうぞよろしくお願いいたします。

　それでは、私の方で議事進行をさせていただきます。本日は２件協議事項があると伺っております。まず、協議事項（１）こうち男女共同参画プランについて事務局から説明をお願いいたします。

４　協議（こうち男女共同参画プランについて）

（事務局）

　それでは、(１) こうち男女共同参画プランから説明させていただきます。このプランは高知県男女共同参画社会づくり条例などに基づきまして、男女共同参画社会づくりに向けた取組を総合的かつ計画的に行うための基本的な計画でございまして、今年の３月に、平成23年度から向こう５年間を計画期間とする新しいプランを策定いたしました。
　資料１、県の取組の目標値及びモニタリング指標の１ページの上、上の端でございますが、「意識を変える」の項目の一番上、「県内市町村における男女共同参画計画」、県でいいますと、このプランのことでございますが、この計画の策定割合は、平成22年度で34市町村中17市町村が策定ということで、50％となっております。ただ、平成20年度から町村の数が増えておりません。新しいプランでは、27年度までに少なくともあと６町村で策定してもらうように目標を掲げておりますので、現在町村を訪問して策定への働きかけなどを行っているところでございます。

　その下、２行目でございますが、「県職員の男女共同参画・女性問題に関する研修への参加所属数」でございます。22年度は前年の36所属から82所属と増加いたしました。新しいプランでは27年度の目標を全所属の参加としております。昨年度の当会議でも、県が率先して男女共同参画に取り組むべきというご意見をいただきましたので、職員への研修を強化していきたいと考えております。

　その下の【場を広げる】の「県の審議会等委員の男女構成」。これは、政策方針決定過程への女性の参画度を測る一つのバロメーターとしてよく使われる指標でございます。県は男女の均衡を図るということを目標にしておりますが、表を見ていただきますと分かりますように、女性委員の割合は平成20年度が36.9、平成21年度が36、22年度が34という感じで、平成18年度の41.2％を最高に、その後は低下しております。

　このことにつきまして、さらに資料２−１と書いたインデックスをご覧いただけますでしょうか。上の方の表が審議会等委員への登用率の推移となっておりますが、先ほど説明いたしました本県の数字が漸減傾向にあります一方で、国や他県の数字は増加傾向にあるということで、平成22年度の数字、表で言いますと一番右の端でございますが、22年度の数字が本県、国、他県でほとんど差がなくなっているという状況にあります。この原因としましては、この表の下の脚注にもありますけれども、委員の要件である職が指定されており、その職に女性が少ないことや、弁護士、医師、大学教員をはじめ、専門的な知識を要する分野での女性の採用や登用などが進んでいないことなどが考えられます。

　ただ、18年度には実際に41.2％まで進んだ実績もございますので、各部局でいま一度女性委員の選考に積極的に取り組んでいただきたいと考えておりまして、先月開催しました庁内の推進本部幹事会で、幹事である各部局の企画課長などに対しまして、一層の取組を呼びかけたところでございます。

　その中でちょっと明るい話題を申しますと、次、資料の２−２をご覧いただけますでしょうか。これは内閣府の資料でございますが、その２ページ。これは、審議会等のうち法令または政令によって都道府県に置かなければならないとされている審議会等委員の女性割合の全国数字でございます。その２ページの縦列の真ん中あたりに「都道府県防災会議」というのがございます。この会議は災害対策基本法に基づき設置されているものでございますが、法であらかじめ構成団体などが大部分決められておりまして、本県も０になっておりますが、全国的にも女性割合4.1ということで、女性が少ない審議会等の例でよく引き合いに出される会議でございます。ただ、本県におきましては、昨年のこの参画会議におきまして防災会議に女性の視点を入れることという意見もいただきました。そういったことを受けまして、県の担当課の方で条例を改正しまして、高知県の防災会議では今年の６月１日から委員52人中、女性委員３名ということで、０から３に増やすということで取り組んでおります。

　また、このページの右の端の縦列に「都道府県交通安全対策会議」というのもございます。これも同じように構成団体の指定が大変厳しいということもございまして、やはり女性が少ない会議に挙げられております。本県も０でございます。これにつきましても、現在何とか女性を入れることができないかということで、検討をしているところでございます。

　資料１に戻っていただけますでしょうか。資料１の１ページですけども、審議会等委員の男女構成の下は、「こうち農業・農村振興指針」で目標値を定めております、家族経営協定締結農家数と農村女性リーダー認定数でございます。

　まず、家族経営協定締結農家数ですが、パートナーとして共に農業経営に参画するうえでの指標となる家族経営協定について、家族が共通の目標を持ち、役割分担、給与、休日、労働時間を明確化できるよう、農業振興センターごとに推進計画を策定し、農家、生産組織、関係機関に対する研修や、認定農業者のフォローアップ活動等を通じて、農業経営協定の啓発、推進を行っております。その結果、21年度の締結農家数443戸に対して22年度は613と数を伸ばし、目標値であります750戸に近づきつつあります。その下の農村女性リーダー認定数につきましては、農業経営や農家生活の向上、地域での活動に意欲を持って取り組んでいる女性農業者を、農村女性リーダーとして毎年知事が認定しておるもので、平成22年度は昨年より４名増の288人ということで、微増でございますが、10年前の184人と比較しますと100人もの女性リーダーが誕生しておりますので、目標の350人に向けて今後も取組を続けてまいります。

　その下の【環境を整える】では、「こうちこどもプラン」で目標値を定めているものを列記しております。その中で、一番上の高知次世代育成支援認定企業と、一番下の子育て応援の店協賛事業所数は、改定されたプランから新しく加わった項目で、次世代育成支援認定企業は、男女が共に働きやすく、仕事と家庭の両立など、子育てしやすい職場環境づくりに積極的に取り組んでいるとして県が認定する企業でございます。

　一方、子育て応援の店協賛事業は、企業や店舗などの協賛事業所の協力を得て、妊娠中の方や子育て中の皆さんが買い物で外出する際に商品割引や地域産品プレゼントなど、店舗ごとの優待サービスを受けることができる仕組みでございます。それぞれ27年度の目標値を定め、それに向かって取組を進めていくこととしております。

　また、次のページの２ページからはモニタリング指標でございまして、目標値としては掲げていないものの、経年変化を追っていこうというものでございます。その２ページの真ん中より少し下でございますが、県職員（知事部局）に占める女性の割合でございます。平成21年度は26.8％、22年度は27.6％、またこの表には載っておりませんけれども、直近23年度の数は28.3％ということで、少しずつですけれども増加をしております。

　また、２ページのその下でございますが、県職員（知事部局）の管理職に占める女性の割合。これは、21年度は5.3％、22年度は5.6％、さらにこれも表には載っておりませんが、23年度が7.6％ということで、これも少しずつですけれども増加をしております。

　これらにつきましては、全国と比較するために、先ほど見ていただいた資料２−２の５ページをお開きください。５ページは「女性公務員の採用状況」ということで、この数字は知事部局だけではなくて、警察本部や教育委員会なども含んだ数字でございますけれども、この表では高知県における女性職員の比率は37.2％ということになっております。都道府県平均が30.3％ということで、順位は13位ということになります。

　また、３ページをお開きいただけますでしょうか。今度は「女性公務員の管理職の登用状況」の全国数でございます。高知県の数字は7.4％ということでございまして、その下の全国都道府県の平均が6.0％ということで、全国順位で言いますと４位といったことになっております。

　ただ、もちろんこれで十分ということでは決してありません。今年の２月議会でも知事は、女性職員の幹部への登用は、男女共同参画を推進することからも重要だと考えていること。さらに、今年度は４年ぶりに女性の庁議メンバーが誕生したものの、女性職員の管理職登用はまだまだ十分な状況とは言えないと認識しているので、今後とも登用に努めたいというふうに答弁をしております。

　また、資料１の方にお戻りいただきまして、今度は３ページでございます。３ページの下の方から３分の１あたりをご覧ください。県職員（知事部局）の育児休業取得率でございます。女性は100％の取得を実現しておりますが、男性は21年度が5.3％、22年度が６％と増加しております。増加しておりますものの、まだ取組が始まったばかりといった状況でございます。
　このように、目標値とモニタリング指標の両方を通して申しますと、進んでいるものもあれば伸び悩んでいるものもあるといった状況で、全体的には進んでいるものの、そのスピードは十分とは言えず、より一層の取組が必要であるというふうに考えております。

　続きまして、お手元の資料３をご覧ください。資料３は、こうち男女共同参画プランに基づきます平成22年度の取組実績でございます。プランの各取組項目について、担当します課から報告のあった22年度の事業計画と実績の一覧となっております。

　続きまして、資料４は、新しいこうち男女共同参画プランに基づき、計画期間であります23年度から27年度までの５年間の取組計画を各担当課が作成し、それをまとめたものでございます。今後はこの計画に従い、各担当課で取り組んでいくこととなります。

　続いて、資料５でございますが、こうち男女共同参画プランの取組を着実に進めていくためには、PDCAサイクルを適用し、庁内の推進会議やこの参画会議で報告し、検証と見直しをしていくことが重要と考えます。そのため、資料５の様式を用意いたしました。現在は「計画（Ｐ）」のところにのみ記載があると思いますけれども、年度末には、それぞれの取組につきまして、残りの「実行（Ｄ）」「評価（Ｃ）」「改善（Ａ）」の欄に記入して、先ほど申しましたように、庁内の推進会議やこの参画会議に提出して検証をお願いしたいというふうに考えています。そして、こういったPDCAサイクルを回すことによりまして、次年度以降の取組がより実効性のあるものとなるようにつなげてまいりたいと考えております。

　このように、男女共同参画に関する施策は県庁内の各部が関係しており、また、各部の施策が成果を上げるためには、立案や実施の段階で男女共同参画の視点からの検討も必要であると考えております。今後とも男女共同参画の取組をこのように推進していきたいと考えております。男女共同参画プランについての説明は以上でございます。よろしくお願いいたします。

（会長）

　ありがとうございました。膨大な資料ですが、事前に配付されていることもあって、皆様方にはいろいろな「こういうことはどうだろうか」とか、またはデータの読み取りに関してのご意見等もおありなのではないかと思います。何かご質問、ご意見ありませんか。はい、どうぞ。

（委員）

　一つは、男女共同参画策定市町村の割合についてですが、これは、全市町村が目標ではないかと随分と議論もあったんですけど、とりあえず決まったことですし、この６市町村についてどこまで到達しているかとか、少なくとも今年度についてどういうふうに、どこをどうしようというか、そこら辺をお聞かせいただきたいと思います。

　それと、県の女性幹部が７％に飛躍ということについてですが、ここのところずっと低迷で、どちらかというと、減ってきていたのが少し増えたということは非常に喜ばしいことだと思いますけれども、やはり視点を国際的に見るということがすごく大事なんじゃないかと思います。他の県と比べれば、多少多いということで、これでいいということではないと課長さんもおっしゃいましたし、その認識で進めてくださっていることと思いますけれども、国連勧告について、ちょうどこの７月で最終見解については返答しなきゃならない時期が来て、まだ日本は何も、震災があったこともあると思いますけれども、言っておりませんので、法律については国の方でやらないと何ともなりませんが、やはり私は高知県という特殊な思いというか、女性参政権初行使の地でもありますし、この地でこれだけ坂本龍馬を売り出すんやったら、楠瀬喜多も売り出せよとか、女性参政権発祥の、女性参政権の高知やったら観光も受けると思うんやけどって私は非常に思っておりまして、そういう方向での皆さんへの啓発も含めて、対外的に単なる観光ということではなくて、そのことへの計画はないんでしょうかと。

　それと、資料をできればもっと早く送っていただきたかったです。あと、私が文章的に、個人的に勝手に気になっただけかもしれませんけれども、資料５の13ページの15に女性県職員の登用・活用の推進のところで、「公正な昇任試験制度により、男女の別なく幹部へ登用する」。当然のことだと思ったんです。単なる公正な昇任試験制度だけでは、なかなか女性幹部が出てきにくい現状、これについてどうなのかということがないと、単に公正なと書いたら、今まで公正じゃなかったがって疑うのは私だけでしょうか。ということで、庁議のメンバーに女性が入ったことは非常に嬉しいですし、その7.6％も、実際には10％と思いますけど、次のことを考え、プランに何を外せばというか、入れればかもしれませんが、女性が増えるのかという検討が必要ではないでしょうか。

　毎度も言いますけれども、部長も課長もソーレの館長、事務長もすべて男性というのは、やはり私はいかがなものかと思います。本部長の責任はないのかしらって。すみません、ちょっときちんと文書を読み込めておれませんので、とりとめのない発言になって申し訳ありませんが、答えにくいと思いますけれどもお願いいたします。

（事務局）

　ありがとうございます。まず、市町村における計画の策定割合、これは、この会議でも随分ご議論いただきました。策定割合はやはり100％にすべきじゃないかといった議論もございました。もう一方で、もちろん目標は当然100％がベストだけれども、現実的な数字を掲げて地道に実行していきたいという思いとがあり、そういうことで最終的には地道にやるといった形で記載させていただいております。ただ、その時にお約束しましたのは、例えば今の目標値はプラス６でございます。ただ、じゃあその６にしか策定を働きかけないのかというと、そうではなくて、策定していないあと半分の町村に同じように働きかけをする。ですから、６というのは少なくともといった目標値として解釈いただければというようなご説明をしました。

　それで、ちょっと最初申しましたけれども、今市町村を訪問しておりまして、具体的に「そちらの市町村さんではまだ計画がないのでどうでしょうか。このたびプランを改定したことですし」ということを訪問をして言っております。それ以外にも当然のことながら、プランを改定した際に、全市町村に文書も送りましたけれども、計画に関しましては、個別に訪問して働きかけるといった作戦を今とっているところでございます。

　それから、女性の情報発信のことでご意見をいただきました。楠瀬喜多さんにつきましては、事務局も思いがありましたので、このプランの中にもトピックスみたいな感じで載せています。そういった啓発は例でございますけれども、啓発活動につきましては今後とも力を入れてやっていきたいと思います。一つ例を申しますと、ソーレから発行されているソーレスコープの４月号には、プランが改定しましたというトピックスを載せてもらいました。また、防災分野での女性の取組というのをプランの重点に掲げていますので、そういったことで活躍されている方の特集記事も掲載を今、お願いしています。また、その他にも若干幾つかの団体に「広報紙に男女共同参画を載せさせてもらえませんか」という働きかけをしておりまして、広報ということに力を入れていきたいと思っています。

　それから、最後に職員の幹部職のところでございます。公正というのがわざわざあるということでございましたけれども、今までが公正でなかったという意味では決してございません。改めて書いていますけど、他県におきましては一定その女性枠みたいなのをやっている都道府県もあるやに承知しておりますけれども、県の現時点の考え方は、そこの枠まではもうけずに、実力と、適材適所といったことでやっていくということになっております。

　また、取組としては、その前段で県としては女性の職域の拡大でございますね。以前は失礼ですけど、女性の方には活躍の場が限られていたと。何か事務職の事務経理ばっかりとか総務ばっかりといったことも昔はあったように聞いていますが、今の考え方は職域を拡大していく、何でもやっていくと。本人の希望とか適性に応じて何でもやっていく、そういった職域の拡大はもう既に実現しておりますし、今後ともそういった中で幹部職をさらに育てていこうといった考え方でございます。簡単ですが。

（会長）

　いかがでしょうか。

（委員）

　はい、すみません、もう一つ、防災のことを少しお願いします。実は、防災の中に女性委員が少ないということは、いつも例に挙げられて、県から今回３人、１人入るのかと思ったら３人やと思ってすごく喜んだんですけれども、現実に住民と対応する部署の市町村はどうなっているんだろうかということで、ちょっとお聞きいたしましたけれども、すべての市町村に聞いているわけじゃないんですけど、入るメンバーは、ここから入りますという団体が指定されていることもあって、「特に、女性を入れるということは考えておりません」という、非常にご丁寧な回答をいただくところが多いんですよ。

　やっぱり県のように、条例を変えてでも女性の視点を防災分野に入れるということがないと、なかなかこのプラン自体が進んでいくことにならないのではないかと。そこら辺への援助をぜひお願いをしたいと思います。南海大震災も、来てほしくはないですけれども、岡村先生も必ず来ますと強くおっしゃっておりますので、ぜひよろしくお願いします。

（事務局）

　ありがとうございます。防災分野における女性の参画促進というのは大事なことだと思っていますので。大事なことは、やはり県だけじゃなくて市町村さんにもやっていただくといったことだと思います。そういうことで、私は防災の責任者ではないのであれこれ断言はできませんけれども、そういった認識を持って、市町村さんにもまたお願いするとかいったことを働きかけていくように担当課の方にも話をしたいと考えております。

（委員）

　ちょっと教えていただきたいんですが、県が女性を３人増やすことができた基準の変更というのは、どういうことなんですか。

（事務局）

　先ほど、申しましたように、防災会議は、結構、構成する団体や委員の指定が厳しくなっています。知事部局につきましては知事が指定する職員という表現になってます。そうすると、従来の考え方ですと知事が指定する職員というのは関係部の部長ということが通常でしたが、そこのあたりを担当部署が頑張ってくれまして、ちょうど部長ではないけれども副部長に女性がおりましたので、部長ではなく副部長を、あるいは今日も同席していますけど、女性相談支援センターの所長を委員にするとか、そういった工夫が利く中で女性を積極的に登用しました。あと高知県看護協会からも１人入っていただいております。こうしたことは、一つのポジティブアクションではないかと思っております。

（会長）

　そういう県の工夫の仕方が、市町村の首長さんたちにも分かっていると参考になるんじゃないかなというふうに思います。

（委員）

　すみ

ません、課長さんのご説明で、進めてくださるとお聞きしましたけれども、都道府県交通安全対策会議に女性委員がゼロということがございますけれども、鳥取県では、高知県と同じ定数、22人のうち９名が女性で女性率が40.9％と、本当に女性率が高い。私たち婦人会は、交通安全母の会でも全く同じような活動をしておりまして、本当に人命にかかわる大事なことを進めておりますので、ぜひ女性の委員を強力に入れていただきたいと願っております。事務局が県民生活・男女共同参画課で、お世話になっておりますので、十分ご理解してくださっておると思いますので、ぜひ進めてほしいと願っています。全国的にも0.2なのはどうしてかなと。全国的な組織が解散はしましたけれども、また新たに組織づくりをしておりますので、ぜひ進めていただきたい。

（事務局）

　ありがとうございます。恥ずかしながら、この安全対策会議の所管課は当課でございまして、その理由としてはちょっと防災会議でも申しましたが、非常に指定団体が厳しいということもございます。ただ、その中でも何か工夫の仕方がないかということを、正に今、検討しているところでございますので、何とか女性委員を誕生させたいということで考えております。

（会長）

　団体指定が法律で定められているんですよね。他に。はい、どうぞ。

（委員）

　質問があるんですけれども、資料１−１で、職員研修を実施する全所属というのは、いくつの所属ですか？あと、この数字いろいろ見せていただきまして、前回の委員会でもちょっと発言をさせていただいたんですけれど、私この男女共同参画につきましては、男性の意識変化が非常に大きい点だと思います。そのうえで、育児休暇が非常に気になるところなんですけれど、男性の育児休暇が、高知県でいきますと、若干今上がってきておりますが、全国平均でいきますと、新聞でも報道ありましたけど、落ちているというところがございます。やはりここが、特に県職員については、その促進という形じゃなくて、抜本的に何かこれはもう男性が育児休暇を取るということを、ある意味強制というか、当たり前なような形にしていただきたいという気持ちがあります。

　あと、この数字いろいろ見ましても、例えば男女の家事・育児の分担の比率なんかも非常に男性が低いわけですけれど、この点につきましては、なかなか「男性がもっと家事・育児をしなさい」と、それはもう本人の問題でもあると思いますので、まずは特にこの育児休暇を男性が取る。男性が取ることによって、いわゆる社会から１歩ちょっと違ったところに置ける。それは、職場にとってもすごいプラスになる点が大きいと思うんですね。やはり私は、この男女共同参画という中では、男性の育児休暇を上げるということを、ある意味ポイントを詰めて行動を起こすことが一番手っ取り早いというか、効果があるんじゃないかというふうに考えています。

　これは一つ蛇足なんですけど、先日、ある団体のブログを見ていまして、それはパパの会を進めているような活動のとこなんですけど、スウェーデンからの留学生がインターンシップでそこの団体に入って、ブログを書いているんですけれども、日本の男女共同参画が異常であると。スウェーデンの国から見ても、ちょっとおかしいというようなことを書いてありました。やはり先ほど別の委員の方もおっしゃっておりましたが、全国的な平均値と比較をするというのは、今のグローバル社会の中では、「どんぐりの背比べ」じゃないですけど、国際的な視点で、じゃあ高知県はどうなのかという視点は非常に必要だと思います。やはりその辺の意識というものが現実的に国民、県民に伝わっていない点もありまして、男女共同参画が進まないという現状もありますので、ぜひ、その世界的、国際的な比較というのは難しい点もあると思うんですけど、極力その国際的な比較というものを出しながら説明であったり、促進をしていくことは非常に大きな点だと思います。以上です。

（委員）

　私も男性の育児休暇の取得率のことについては、男性に対してのプランが資料の４の中に盛り込まれてなかったので、何か大きなものに含まれてしまったのかなと思いました。前回の時に、せめて教育現場だけでも男性の取得率を上げるような取組をしたらどうかという話が出ていたのじゃないかなと思いましたけど、その結果、どういうふうな話で終わったかちょっと忘れましたが、今回のこのプランの中には、出てなかったなと思いました。見抜かっているだけかもしれませんけど。

（会長）

　具体的なところで、事務局からいいでしょうか。

（事務局）

　ありがとうございます。まず、男性の育児休業の取得は大事なポイントだと思います。高知県の場合、男性が21年度が5.3%、22年度が6.8%ということで、先ほどのご意見で、日本の中で比較してもいけない、やはりグローバルな視点から見なければいけないということで、ごもっともだと思います。ちなみに、国家公務員は21年度が1.6％で、日本でもまだまだかなと思います。県の場合ですが、次世代育成支援行動計画を定めておりまして、その中で、こういった男性職員に対してこういった制度がありますよ、使ったらどうですかという職員への周知をしています。その一方で、職員アンケートによりますと、周囲への気兼ねとか、取りにくさがあるとかいうアンケート結果もございましたので、該当する職員への周知と共に、やはり周りの職場環境づくり、その両方が必要なのかなといったことで、県としては取り組んでいこうと考えております。いずれにしろ、大事な視点であることは間違いありませんので、県としても、もっともっと頑張らなければいけないと考えております。

　それから、委員さんからのご意見ですが、特に先生が育児休業を取ることは、それを見た生徒、お子さんがそれを見てまた学ぶこともあるんじゃないか、そういう点で大事じゃないかという、確かご議論があったと思います。そこで、教育委員会の方とも話しまして、数値目標みたいなものは掲げてないんですけれども、そういった１文をプランの中に加えさせていただいております。

　それから、先ほどの１点目の職員研修の所属数でございますが、知事部局が本庁が87、出先が63で、大体150ということで、それの全実施を目指すといったことで考えております。

（会長）

　高知県の場合は、制度上は男性が育児休暇を取りたいと申請すれば妨げるものは何もない。本人がためらっている、環境への配慮で本人がためらっている、または本人自身に育児にかかわりたいという気持ちがどこまであるのか。例えば環境が整ったら、みんな取るようになるのかというところはどうなんです。

（事務局）

　すみません、今ちょっと手元にそのアンケートを持ってないんですけども、このアンケートをした時には、やはり今ご質問がありましたように両方の側面、やはり気兼ねとそれから認識の問題、その両方の側面があるのかなというふうに思います。

（会長）

　その分析によって、研修の内容が変わってくるし、ターゲットも変わってきますよね、働きかけのターゲットが変わる。

（事務局）

　そういうアンケートを踏まえて一度総務部の方で、また全職員に育児休暇等を積極的活用といったことを呼びかけております。

（委員）

　今のことに関連しては、会長さんがおっしゃるように、管理職を研修するとか、そういうのもしないと。本人が気兼ねして休めないというのは、上司とか周りの方の意識を変えないといけないということも考えるべきだと思います。そのことをお願いしたいと共に、それと資料の２−２の５ページで、逆にこれはいい数字として高知県が出ているのですが、先ほどの全体の女性比率も37.2％で13位という話をしていただきましたが、上級は30.8％で、全体の平均の25.1％よりも高く、また近年と比べましても、上級職に就いている女性の比率が高いんですが、上級職の人数は、他県に比べると全体の人数も高知県が少し多くて、うち女性の比率も多いという、これは何かの取組をされているのかどうか、教えていただきたいと思います。

（事務局）

　すみません、人事の直接担当ではございませんので分かりませんけれども、私が承知している限りでは、この高いことに関して高知県が特別に何かポジティブアクションみたいなことをしているといったことは、申し訳ありませんが聞いておりません。

（会長）

　よろしいでしょうか。

（委員）

　はい。ただ、いいところがなぜいいかということが分かれば、他にも展開できるかなと思いまして。

（会長）

　そうですね、市町村にも役に立ちますね。他にいかがでしょうか。はい、どうぞ。

（委員）

　資料ナンバーのうちの１のこうち男女共同参画会議の目標値の下の端のかっこの【環境を整える】というところがありまして、この一番上に高知県次世代育成支援認定企業の実績、それから目標値の値があってですね、平成27年度が64社、それから平成22年度の目標値が80社ということで、こういったトップランナーの企業を認定していただくということは大変ありがたい、いいことであろうかと思います。

　それと、これは、本来の目的として、それ以外の底辺の企業にどう広げていくかというのが目的ではないかと思いますね。今現在、認定されている企業を見てみますと、やはり比較的規模の大きな企業とか業績のいい企業、あるいは代表者の考え方がそういった考え方をなさっている企業というのが多いと思いますが、中小零細の企業の中にはなかなかそういったところにまで手が回らないという企業も多いし、頻繁に改正される男女雇用機会均等法の中で、それについていくのもやっとという企業、提出するどころかそれもなかなかできないという企業が多いんじゃないかと思うんですが、こういった認定企業をしていくことをより具体的にどういう方法でそういった底辺の企業に広めていくかというところが大事な部分ではないかと思います。
　あと、先ほどから育休、男性の育休の話が出ておりますが、男性の育休については、無給の企業が多いですね。だから、高知県では、やはり所得が低いんで、私の考えとしては、個人の考えなんですが、必要な人が取れるということが大事かなと。いたずらにその数値を上げることがどうかということも考えます。必要な人が取れるということが大事なんですね。以上です。

（会長）

　「必要な人が取れるという、」必要なとはどういうふうに考えていらっしゃるのですか？
（委員）

　例えば核家族、なかなか自分達だけでは回らないとかですね。

（会長）

　育児に加担してくださる環境の方たちはあまり必要というわけではない？
（委員）

　夫婦共稼ぎで、生計を立てている方には、やはりそれが一番いいのかなと。なかなか両方が休むというのは大変なところもあろうかと思いますね。

（委員）

　よろしいでしょうか。

（会長）

　はい。
（委員）

　今、県の男女共同参画に対する苦情の申出書の制度の充実というのが、資料３の２ページ目の表の一番下の欄にあるんですが、平成22年度申出件数０件です。それで21年度も０件だったのかどうかちょっと分からないのですが、多分０だったと思うんですね。それで、PRの方法、この制度をどのくらいの県民の方が知っておられるかということが疑問なんですが、PRが行き届いているかどうかということと、その申請の仕方がああいうペーパーで出すことが、あまり県民の方の希望に合わないのかどうか、いろいろあると思います。

　それで、ちょっと憶測なんですけれども、資料１のモニタリング指標のとこですが、ここの実生活での男女平等、一番上の欄です、男女平等意識、男性が優遇されていると感じている人の割合ですね。ここの21年度のところに数字が出てきます。家庭生活で53％、職場生活が46.3％、しきたり・慣習70.7％。多分これが男性が優遇されていると感じている人の割合なんですけれども、やはり職場でも家庭でも、しきたり・慣習でも女性が不満を持っているというふうにとっていいと思います。

　それと関連してですけど、資料３の16ページ、テーマ３【環境を整える】ですね。それの中ほどの欄で、人権（女性）相談業務の実施ということで県民からの相談を受け付けておられるんですが、これが40件あったとあります。そうすると、やはりその男女共同参画の中で、まず人権が著しく侵害されたと感じた場合に申し立てができるわけですので、それで０というのはどう考えても少ないというか、知られてないんじゃないかな、まずPRの方法を考えないといけないんじゃないかなというのが私の意見です。周辺のそういう調査の結果とか、相談の件数とか見ましても、やはり０というのはないんじゃないかなと思います。

　それで、こういう制度がありますよという一定の原稿を課の方で作られて、そういうのを載せてくださるようなところには、その原稿をそのまま載せていただくとか、県の方からも、さんSUN高知も記事がたくさんありますので目立たないんですね、あれへ載せても。だから、何か方法を考えて、いかにして県民の目に触れることができるような方法を考えていただいたらどうかなと思います。

（会長）

　いかがですか。

（事務局）

　ありがとうございます。男女共同参画に関する苦情の申し立て制度というのがございまして、必要な調査をして、場合によって勧告等を行う制度でございます。ご質問がございましたように、この実績ですが、19年度が２件、20年度が１件で、その後21、22と苦情の申し出がないといった状況になります。これが本当になくて、申し立てがないのならそれに越したことはありませんけれども、委員がおっしゃるようにPR、周知不足があるんじゃないかといったことであれば、それは問題だと思います。今の取組としましては年に一度さんSUN高知で、こういったことを侵害された例はありませんかといった広報をやっておりますが、ただ今、いっぱい記事がある中で目立たないんじゃないかというご指摘もございました。そのあたりは、またどういった方法がいいのかといったことを、検討していきたいと考えております。

（委員）

　すみません、ちょっとその件に関してですが、市町村の広報ですね、そういうのでも協力をいただいたらどうかなと思います。市町村の人たちが見られている、そういう広報誌の中に、県ではこういうふうにしていますよというのを、はい。

（事務局）

　それも一つの選択肢として考えていきたいと思います。

（会長）

　いいアドバイスをいただいたと思います。他に。どうぞ。

（委員）

　この膨大な資料に関して取りまとめ、また集約されて本当にご苦労を感じます。その中で、私ちょっと少し気になったのが資料１の２ページ、この意識を変えるという中の一番下が各学校のPTA会長に占める女性の割合ということで、17年度から22年度見ても倍近くになっています。私も何年か会長をやらせていただいていますが、やはり女性の会長が多くなったと思います。

　やはり私も会長をやらせていただいて、男だけで事業を計画してもなかなか荒削りで、実際事業をやると、あれも足らん、これも足らんということがいっぱいありまして、それを埋めてくれるのはやはり女性の役員、また会長さんだと思います。これはいい傾向だと思いますので、ぜひこれからも女性に会長になっていただきたいと思います。

　その上に、連合会の役員に占める女性の割合というのがありますが、小中も高Ｐも地区の中で持ち回りになってますので、その時にその地区の会長にならんとなかなか連合会の会長には出てこれないというのがあります。それでも20％前後おりますので、これも同じようにやはり男性だけではいろんな事業がスムーズに進まないので、いいことだと思います。

　ただ、気になったのが、その上に男女混合名簿というのがあるんですが、私の地元では、幼稚園は確か、男性・女性じゃなくて、男女ごとにあいうえお順だったと思うんですが、小学校、中学校、高等学校と各行事、入学式、卒業式などで、男性を呼んでそれから女性ということになってます。このページの一番上、しきたり・慣習等、ここでやはり女性の方が男性が優遇されているなと実感するんじゃないかと思います。子どもの時から男性が上、女性が後というような意識がここで何か植え付けられるんじゃないかと思います。私も、何で分けるんだろうとは長年思ってますけど、学校がやっていることだと思って口にも出しておりませんが、やはりこういったところで男女、あいうえお順、生年月日でもいいですが、平等に扱っていただくことが、男女共同参画の実施につながるのではないかと思いますので、何か県として決まりごとがあるのであれば教えていただきたいですけど。

（事務局）

　混合名簿につきましては、このダイジェスト版には載ってないかもしれませんが、混合名簿の促進といったことは県の考え方として記載をしております。それがまだ数値的には十分ではない面はあるかもしれませんが、そういったことでプランの取組としてやっていこうということで掲げております。

（委員）

　混合名簿ということは、当然、各行事でも混合名簿に基づいて読み上げるべきではないかと思うんですが、今言いましたように入学式、卒業式は男女別に読み上げておりますが、これとこの混合名簿とは別扱いなんでしょうか。

（事務局）

　別扱いとは思っておりませんけれども。

（生長委員）

　だったら、混合名簿順に入学式とか卒業式とかは、ないということですね。

（委員）

　中学校が特に低いみたい。

（委員）

　すみません、別の学校でPTAやってますけども、うちの学校は混合です。すべての行事は混合、卒業式も混合ですので、男女男女とかって、とにかく名簿順に並んでます。男女が別な場合もあります。行事というよりは、何か保健衛生的なことで、どうしても同じ席にはおられないようなこと以外は普通に男女混合で進んでて何も問題はないので、そういうやっているところの例とかをもっと各学校が参考になさって、意識改革っていうのをもっと進めていくという活動を、県教委としてやってもいいんじゃないかなとは思いますけども。

（事務局）

　ありがとうございます。

（会長）

　特に中学校が低いっていうのは何か理由、意味があるんでしょうか。

（委員）

　中学校が低い理由は答えられませんけれども、これの数字は、私、一貫して、まやかしじゃないかと言ってますけれども、一つの学校で１クラスでもやっている場合はこれ１校に入ってますよね。ですから、私の子どもが、もう一番下が高校３年生で、子ども３人学校済ませましたけれども、実は混合名簿の学校に、ただの１回も行きあたっていないんです。この数値を見れば、結構いろんな学校行かせてますので、行きあたってもおかしくないと思いますけれど。だから、そこの実態がどうなのかっていうことを。これは憶測ですけれど、ひょっとしたら小学校は、担任の先生が全部のクラスを教えるので、すごく認識の高い先生が１クラスでもおいでたらそのクラスが混合名簿にしちゃえば１校になるでしょう。中学校でも確かにクラスの担任の先生おいでますけれど、教科別担任でいろんなことに関係があるのでなかなか進まないとかいうことがあるんじゃないでしょうか。そうしたら、高校の説明がつかなくなりますけど。

（会長）

　どなたか今日、こういうことにお詳しい教育委員会の方いらっしゃるんですかね。

（人権教育課）

　先ほどの質問ですけれども、中学校が低いという分については私もはっきりとしたその答えというのは持ってないのですけれども、今、委員さんが言われたような、小学校の場合どうしてもその教科担任じゃなくて学級担任がすべての教科を、基本的にはですね、指導しております。中学校になると教科担任になるということが、ひょっとしたら影響しているかもしれません。でも、じゃあ高校はなぜ高いのかということになると思うんですが、やはりそこらへんについては考えられることはそれだけそういう意識が高校の方は進んでいるということは言えるのではないかなと思います。となると、中学校の意識がまだまだ進んでないのかなということです。

　我々としましては、男女平等のその意識を形成していくうえで一つの取組ということで、出席簿についてはこのモニタリングの指標になっておりますので、例えば人権教育主任連絡協議会ですとか、研修会というものをやっておりますが、そういう中でこういう意識をもっと進めていきましょうと、取組進めていきましょうということの働きかけはさせていただいているところです。まだまだ十分ではないと思いますので、今後も続けていきたいと考えております。以上です。

（会長）

　ありがとうございました。また、PTAを通して、その学校でどれだけこのような取組が進んでいるのかという働きかけも、それぞれ進めていかなければと思います。
　私も経験がありまして、私は前任校の県立大学の学長をしてたんですが、それも看護職の大学だったんで学生が大半女性で、保護者会というのがあって役員になっていただくのですが、役員会がありまして、学長は女性だったんですけど、役員の中での話し合いを見ると、やっぱり保護者会の会長は男性でしょうというような話がされるわけですよ、中で。女性もいらっしゃるんだけど、女性も男性もそうおっしゃるんですよ。私、学長が女性なんだけど、この大学はリーダーシップがとれる方にやっていただきたいというふうに考えておりますがと言ったら、やっぱり、こういう意識のしきたり・慣習等の文化が本当に根強くて、それを打破するのが、それは自主的な組織なので、学長がこっちから何か言えないんで、えー、えーという疑問だけを投げかけているんですけど、結果的に会長さんは、ずっと男性だったんです。

　それは本当にいかがかというのを、いろんな席で、PTAあるいは保護者会の女性の役員の方にも申し上げたんですけどね。そういうしきたり・慣習に関する働きかけを何かしっかりしないと、結果的に制度があっても活用していないというのがあるのかなというふうに改めて思った次第であります。
　それでは他にないですか。はい、どうぞ。

（委員）

　この資料１の最初の家族経営協定の締結数とか、それから農村女性リーダーの認定数とかっていうのが他のいろんな数値から比べると割と順調に伸びているというふうに見られるとは思いますが、これはそれだけ農業の現場がそれまで遅れていたという逆の意味合いもあるかと思います。それで、担当部署の方々の力強い働きかけでここまで伸びたということもあり、それはほんとに感謝しておりますけれども、あまりにも数字に追いまわされて、例えばこの288人というリーダーの認定数の中にどれだけ男女共同参画の意識が根づいた人たちがいるのかっていう、そういうところがちょっと疑問に思うところもあります。

　そういう意味で、その認定された方々へのアプロ—チというか、そういうのもこれからもっとしていかなきゃいけないんじゃないかなということも感じていますし、それと家族経営協定613戸プラスこの中には法人化をして就業規則という形でちゃんとした決まりごとを作っている方たちの数字が入っている場合と入っていない場合があるんですね。その家族経営協定を結んでかつ就業規則がある方と、就業規則があるからもう家族経営協定は必要ないという形で結んでない方とかあると思うんで、そういう意味ではちょっとそこらあたり、もうちょっと数字は若干伸びてくるんじゃないかな、とは思ってます。

　ただ、その中身として家族経営協定結んだからOKというので、何年も改定してないとか、それっきりっていう農家さんも結構多いって私は見てるんで、そういう意味でもっと後のフォローっていうのをもう少し力を入れて、これからはやっていかなきゃいけないという課題があるんじゃないかなと考えてます。

（会長）

　ありがとうございました。何か事務局から何かありますか。

（事務局）

　また、そういったご意見は担当課の方にもお伝えさせていただきたいと思います。

（会長）

　会長として発言するのは良くないのかもしれないのですが、私も冒頭で、委員がご指摘された資料５の13ページの女性県職員の登用・活用の推進のこの表現の仕方がですね、「公正な昇任試験制度により、男女の別なく幹部へ登用する」、女性にも能力があれば登用しますよっていう、それがミソなんですが、だけど、この考え方って女性が登用されてきた道を見ると、公正な試験制度の見方が男性から見ていると、女性にとっては公正ではないんですね。つまり、女性が登用されたら何が良くなってくるかという視点があって、そのことが基準の中に含まれていると、当然女性の登用が増えるでしょうけど、これ人事の、県の人事のことで大変難しいことではあろうかと思うんですが、実施上の課題だけではないということで、私はちょっと気になって、工夫はされていらっしゃるとは思いますが、公平にやったら何も女性の登用ができなかったっていうのは、何か工夫が足りないんじゃないかなという、女性の力を生かせる県政をやっていくというふうに見直すべきじゃないかなというのは個人的な考えですが、いかがでしょうね。
（事務局）

　私の立場ではお答えは難しいんですけど、そういったご意見があったといったことはまたお伝えしたいと思います。

（会長）

　それでは、この１番目の議題に関しまして、いろいろなことに貴重なご意見を寄せていただいたことに、取り組まなければいけないものがあったと思います。

　では、次の議題に進んでいきたいと思います。次の協議事項は、第２次「高知県DV被害者支援計画」について、事務局からよろしくお願いします。

５　協議（第2次「高知県DV被害者支援計画」について）

（事務局）

　「高知県DV被害者支援計画」に関してでございます。ご承知の通り、ドメスティック・バイオレンス、DVは、個人の尊厳を侵害し、男女共同参画の実現の妨げともなる重大な人権侵害であります。また、DVは家庭内で起きるということで、外から見えにくいために潜在化しやすく、放置すると生命にもかかわる危険な状態になり得ます。さらには、DVは被害者だけでなく、子どもにも重大な影響を及ぼすと、そういった問題もございます。

　県では、「高知県DV被害者支援計画」に基づきまして、高知県女性相談支援センターを中心にさまざまな取組を進めてまいりました。この計画が今年度で計画の最終年度を迎えるということで、今年度内に第２次の計画を策定することが必要でございます。

　まず、資料６をご覧いただけますでしょうか。この次期計画の策定にあたりましては、有識者からなります策定委員会を立ち上げております。実は、この当参画会議からも筒井委員さんと大高委員さんに、この策定委員の方にも力をお貸しいただいております。筒井委員にはその会長までお願いしているところでございます。

　このスケジュールの表の左の端の縦列ですけれども、策定委員会ということで、既に７月に第１回目の会議を行いました。２回目の会議を９月に予定しております。また、真ん中の列は、この男女共同参画会議でございますが、第１回は今日のことでございますが、この場でも皆様からご意見をいただきたいということを考えております。そして、一番右の端の縦列に、12月頃ですけども、パブリックコメントを行いまして、広く県民の皆様からもご意見をいただきたいということで、最終的には年度末までに次期計画を策定したいというふうに考えております。

　それで、資料７をご覧いただけますでしょうか。これが現行の支援計画でございます。さらに字が小さくて恐縮ですけれども15ページを、お願いいたします。これが「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」、いわゆる「DV防止法」でございます。このDV防止法の第２条でございますが、「国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防止するとともに、被害者の自立を支援することを含め、その適切な保護を図る責務を有する」ということが規定されております。

　それから、続きまして資料８をご覧ください。高知県のDV相談等の状況データでございます。その１ページの真ん中のグラフをご覧いただきたいんですけども、ここ１点ちょっと修正がございまして、「配偶者暴力支援センター」になってますが、「相談」という言葉が抜かっております。「配偶者暴力相談支援センター」が正式の名称です。女性相談支援センターは、DV防止法におきましては配偶者暴力相談支援センターと位置づけられています。そこに寄せられる相談件数がこの真ん中のグラフになっておりまして、見ていただくと分かりますように、年々増加傾向ということで22年度は632件。これはDV防止法が施行されました14年度の174件の約3.6倍といった数値となっております。この増えているという数値の捉え方でございますが、これは、DV被害者が劇的に増えたというよりも、広報啓発に力を入れてきた結果、DVへの認識が高まったことや相談窓口の周知、そういったことが一定進んだことによる現れではないかというふうに考えております。

　この１ページの次、２ページでございますが、幾つか表がございます。右側の上の表、「年代別」でございますが、例えば18年度40歳以上が、３つの階層を足しますと、18年度40歳以上が37％、22年度は40歳以上が３つの層を足しますと47％で、37から47、40以上の年代が特に増えているといったことが一つの特徴かなと思います。それから、同じく２ページの左側の表で「DVの内容」というのがございます。「DVの内容」では、身体的なDVがやっぱり７割を占めていますけれども、身体的なDV以外に精神的なDV、例えば暴言だとか、あるいはお金を渡さない、そういった精神的な暴力も多くあったことを示しております。

　それから、次の３ページの一番下の端にも幾つか表がございます。一番下の端の表で「一時保護後の状況」というのがございます。この「一時保護後の状況」の真ん中よりもちょっと右側というところに、一時保護した後どうされるかというとこで、帰宅というのが21名といったことで、一時保護された方でも結局59名中21名、約３割の方が元の家庭に戻っていくといった状況ございまして、そうした家庭を地域で見守っていくといったことが課題ではないかといったことを考えてございます。

　高知県のDVの数字の全国的な位置でございます。５ページをご覧ください。相談件数、保護命令の件数、一時保護件数につきまして、都道府県別の数字を挙げております。まず、左の方に相談として縦列がございます。高知県について、網がけしておりますが、相談件数、女性出現率でいいますと15.4、下の端の全国は11.9で、全国よりは多くなっております。しかし、その右隣に保護命令というのがございます。高知県4.9、全国2.9、これも全国を上回っております。それから、そのさらに右、一時保護件数。出現率でいいますと、高知0.83、全国0.42。即ち、相談、保護命令、一時保護、すべての件数において全国平均は上回っているという状況にあるということでございます。

　続きまして、資料９をご覧ください。資料９は、１枚目がこれまでの取組とか、それに対する社会情勢・現状とかで、２枚目以降は22年度の各課の取組実績といったことを挙げております。ここではもう１枚目をご覧いただけますでしょうか。１枚目が、左側がこれまでの取組でございますが、こういった取組の一方で、今の社会情勢でいいますと、上の方には女性の意識の変化、DVに声を上げだしたとかいったことを挙げております。それから、その他、経済・雇用情勢の低迷では、失業などがDVの引き金になっていることがあると、あるいは高齢化の進展、いや、国際化の進展、高齢化の進行、そういったことによりまして、外国人の方への対応とかあるいは高齢者の対応が必要になってくるんではないかという意識。それから、インターネットや携帯電話の普及によりまして、そういった暴力の形態、電話を使ったいろんな、メールを見せることを強要するとか、いろんな形態の、特に若年層への被害も出てきております。それから、最後の黒ボチでは、核家族化の進行、地域のつながりの希薄化ということで、DVの潜在化や深刻化といったことが課題ではないかというふうに考えております。

　その下の枠は現状でございまして、先ほど相談件数の増加というのはデータでご説明しました。現状の２つ目の枠で県民意識ということで、これは21年度に意識調査をしておりまして、その調査ではDVを直接経験したことがあるという方が約３割いらっしゃいました。その次のポチで、ただ、DVを経験した人のうち、誰にもどこにも相談しないという方が半数いらっしゃいました。例えば女性相談支援センターとか警察とか、そういった公的な外部に相談するという人が非常に少ないといったことで、上の方では相談センターへの相談件数が増えているということを説明しましたが、増えていると言いながらも相談しない人がかなりいらっしゃるということで、潜在化しているということも伺えます。

　それからそうしたことを踏まえまして、下の端の枠でございます。課題として、今、事務局が課題ではないかと考えていることをこの三角で４つほど載せております。一つが教育と普及啓発のさらなる強化ということで、年齢に応じた人権教育の充実とか、あるいは若者への啓発の強化、２つ目のボチでは関係機関・団体間の連携のさらなる強化。それから、３つ目のボチでは、市町村と地域における取組の強化。さらに最後のボチでは、被害者支援に携わる関係者の理解のさらなる促進。こういったものが必要ではないかといったことを考えております。

　そして、最後に資料10を見ていただけますでしょうか。先ほど申しましたように、これは今、策定委員会の方でご議論をいただいているまっ最中でございまして、これはまさに途中の事務局（案）ということでご了解いただきたいと思います。最終的には、またこれからもいろいろ変更があるかと思いますけれども、現行ではこういった案で進めていったらどうかなということでございます。

　一番基本の柱、１番目としては、「DVを許さない社会づくり」ということを掲げております。そのために、重点目標としては、関係機関・団体の連携等による取組の推進といったことです。それから、重点目標の２では「DV防止のための教育普及啓発」。重点目標３では、「被害者支援に携わる人材の確保及び専門性の向上」。そして、目標の４では「加害者への対応」ということで、厳正な対応や更生への支援、そういったことを掲げております。

　基本の柱２番では、今度は１番は体制づくりでしたけども、２番で「被害者の早期発見とかあるいは安心して相談できる体制づくり」ということを掲げております。重点目標（１）では相談窓口の周知と相談につなげる体制整備。それから、重点目標２では、配偶者暴力相談支援センターの機能の強化。重点目標３では、高齢者、障害者、外国人等が相談しやすい体制づくりを考えております。

　続きまして、基本の柱３では、DV被害者の一時保護体制の充実ということで、（１）では関係機関の連携により一時保護と安全の確保。重点目標（２）では配偶者暴力相談支援センターにおける一時保護体制の充実、さらに重点目標（３）では民間支援施設等との連携、こういったものを掲げました。

　それから、基本の柱４は、DV被害者の、今度はさらに自立支援に向けた支援でございます。１番としては、生活再建のための支援で、その下には丸数字で住宅（就学支援、生活）、いろんな支援が考えられます。そういった支援、それから重点目標（２）では、安全・安心な暮らしへのフォローアップの充実といったことも考えております。

　それから、下の端に基本の柱５として、地域における取組の推進というのを挙げております。そして重点目標では、地域での見守りによる早期発見、通報及び相談体制づくりと、重点目標２で、地域での見守りによる自立支援ということで、この地域における取組というのはそれまでの基本の柱１から４までと当然重複する部分もございますが、考え方としてはこれまで挙げてきた部分をさらに地域というキーワードで取り出したという考え、説明の方が近いかもしれません。と言いますのは、やはり被害者の方の生活の場というのは地域でございます。県民意識調査でも、まだ相談していない方も多数いらっしゃるということで、そういった方を地域の見守りの中で見つけて相談につなげていくと。さらに、そういった被害者の方が自立に向けて取り組むステージ、それも地域でございます。やっぱり地域が基盤となりますので、発見、広報、自立支援、そういったものを地域でやっていくことが大事ではないかということで、次の計画では地域における取組の推進ということを掲げていってはどうかといったことを、今案でございますが、考えております。以上、早口で申し訳ございませんが、進行状況を説明させていただきました。

（会長）

　ありがとうございました。この委員会に参加してらっしゃる委員の方で、何か追加発言ございますでしょうか。他の皆様、何かご質問、ご意見ありますか。

（委員）

　資料８の３ページで、いろいろと施設の今の状況が分かるんですが、例えば一人平均どのくらいの期間、一時保護で入っておられるのか教えていただければと思います。

（事務局）

　単純平均でいくと12〜13日とかだったと思います。夜中に来て、朝帰られる方もおいでますし、１月ぐらいかかる方もおいでます。

（委員）

　すみません。もう一つ、一時保護の後、帰宅する方が若干ですが、このところ20人ぐらい。その方々のその後というのは、どういうふうに観察されているんでしょうか。

（事務局）

　これまではあまり関われてなかったです。そうですね、去年度ぐらいから、まず帰宅される方は若い方が多いです。結婚して子供さんができたばかりとかいう若い方が多いですので、そういった子どもも関わってきますから、じゃあ地域へ戻したときにどこが関われるかと考えたときに、やっぱり子育て支援のとこですね、とか保健師さんであるとか、私たちの考えつくところの資源を考え出して、つなげるところへつないでいるという形で、今は帰った後も見守りしています。ケースによっては虐待も入っているケースもありますので、虐待も協議会の要保護児童対策協議会というところとも連携しながら見守りしています。２度も３度も繰り返す方もおります。

（会長）

　他にいかがですか。はい。どうぞ。

（委員）

　質問なんですけれども、若い人の、DVに対する認識が極端に低いというのはどうしてですか。私の認識では、学校でのデートDVの学習会とかいろいろ宣伝をしていますので、DVに対する認識というのは若い人の方があるのかなと思っていたんですけれども、そうではないというのは一体どういうことなんでしょうか。

（事務局）

　すみません。ここは私、説明が多すぎてはしょってしまったところでございまして、資料で言いますと、９ページの右半分のさらに真ん中の現状の枠の中の下の方の枠でというとこで、これはボチの３つ目を見ていただきたいと思いますけど、DV防止法の認知度は５年に比べ微増と。20代の内容を知っている人の比率が他の層を大幅に下回っている。これはDV防止法のことで、DVについては、委員がおっしゃるように、結構DVそのものは若い方も知ってます。ただ、DV防止法を知ってますかというと、そういうようなことを知っているのは、やっぱりあんまり高くなくて、20代が一番内容を知っている比率が低かった。他の年齢層に比べて低かったということでございます。そういったことで、今度の計画の中には、若い人へのDV、予防も含めまして意識啓発が大事じゃないかなというふうに、何かそういう取組を入れられないかなということを考えているところでございます。

（会長）

　よろしいでしょうか。はい、どうぞ。

（委員）

　質問と要望なんですけれども、DVの関係ということになると、非常に暴力に親和性のある方の家庭内のもめ事に介入していくっていう形で保護して、というふうになろうかと思いますけれども、相談員の方とか、我々弁護士も保護命令なんかでかかわったりするのですが、結局、そういう暴力沙汰に非常に親和性のある人のところに介入していくものですから、逆にその周りの支援する人たち自身の危険というか、そういうこともあろうかなと思うんです。我々弁護士自身もそういうことがないわけではなくって、これまでそういう相談にかかわられている方の身の安全というか、そういうことに関してどういう施策がとられているのかということと、今後新しい計画を立てられるに当たって、実際そんな変な電話が、事務所にかかってきたりとかが、我々いつもあるので、もちろん警察の方なんかも相談すれば、それはそれで対処することができるのですが、こういうDVに特化した体制というのが必ずしもないと思ったりするんです。暴力団とかは、弁護士が介入してきたら、もう逆にわきまえてというか、これ以上手を出すとろくなことにならないって引いていく感じが多いんですけど、DVの方っていうことになると嫉妬なんかみたいなものが絡んで、なかなかそういうところで量れないようなところもあるように感じてますので、もし可能でしたら、そういう視点での検討をお願いできないかなと。質問と要望でございます。

（会長）

　いかがでしょう。

（事務局）

　ありがとうございます。策定委員会、まだ１回しか会開いてませんけども、ああそういう視点もあるんだなということが分かりましたので、また、そういったことは策定員会の方でもご報告したいと思っております。

（会長）

　他には何かご意見ございませんでしょうか。はい、どうぞ。

（委員）

　この支援計画の案ということで見させていただいている中で、早期発見ということの何かポイントになるところっていうのをどういうふうに捉えているかっていうのをちょっと聞きたいので。例えば高知市なんかで対応してる方の場合と、郡部の小さな市町村で対応してる方の場合とでは、相談に行くっていう、そのハードルの高さがすごく違うんじゃないかなと。我慢をして、我慢をして、ほんとにもう暴力沙汰になってけがをして、そこまでこらえてしまう原因というのがどっかにあるんじゃないかなっていつも思うんですよ。小さな郡部の市町村というのは、周りの目とか家族とか、その地域にまだ知られたくない、これぐらいのうちはまだ我慢ができるみたいなところで遅くなってしまうみたいなところもあるんじゃないかなと思うので、そういう視点とそれから一つの村の中でそういうことがあると、ちょっと離れた市町村に転居してという方も出てくると思うので、やっぱりその県と市町村の関係の連携もですけど、市町村間の担当部署との連携の組織みたいなものがあるのかないのか、少しお聞きしたいんですが。

（会長）

　事務局、お願いします。

（事務局）

　地域の早期発見というのは、基本的にはやっぱりDV問題について皆さんに理解していただくということが早期発見につながると考えています。おっしゃられるように、私もこの仕事をしてきて、高知市内の市民の方と郡部の方とでは随分意識が違います。郡部の方は地域があり、家族があり、家があり、墓があり、なかなか暴力を受けていても出てこれないという状況が見えてきました。じゃあ相談するにも、役場のここが窓口ですから行ってくださいと言っても、「いや、窓口、みんな知ってるし、主人の知り合いもおるし、私の情報が地域に流れる」という、実際あるんですよね。だから、なかなか相談しにくい。だから、そのときに一つは相談カードとか民生委員とか、周りの方が気づいて、こんなとこがあるから相談しいやということで早期発見、周りの方が気づいて県の相談につなげる。そうしたら、もう少しかかわりがないところで客観的に聞けますので、そういう形で早期発見につなげていきたいというふうに考えています。

　それともう一つ、次回のプランの課題、課長の方からもかなり地域という言葉が出ましたけれど、高知県は東西に広いです。配偶者暴力相談支援センターは中央に一つしかありません。室戸から幡多まで対応しなければなりません。市町村の役割も当然あります。その中で、市町村との役割分担をどうしてやっていくか。それと県との役割分担、連携をどのようにしていくかが、今回の課題かなと思ってます。その次として、市町村間の連携ということも出てくると思いますけど、それは個別のケースによっては可能だと思います。ただ、そういう組織的なものは現在はないです。次期のプランとしては、県と市町村の役割分担と地域で住み続ける被害者をどう支えていくかということがポイントかなと思ってます。

（会長）

　よろしいでしょうか。他にはいかがでしょうか。はい、どうぞ。

（委員）

　すみません、ちょっと感覚的なことを言って申し訳ないですけれども、もう一つ、高齢化の問題で、それまで家族で、うちの親なんかも高齢者世代としておりますけれども、子どももいて、周囲の地域ももっと若くて、私の実家のある地域なんかもう60歳だったらピチピチギャルみたいに扱ってくれますので、そういうところへ行ったときに、それまでだったらDVの傾向があっても抑えられてきていたものが、片方の配偶者の介護の問題と重なってきたときに、微妙な問題だと思うんですけれども、それがデイサービスなんかの問題ともかかわってくるんだろうと思うんですが、そこら辺についてはどういうふうに考えたらいいんでしょうということをお聞きしたいんですけれど。

（事務局）

　DVの中で高齢の方が増えてるということはお話ししました。実はこれ、高齢者虐待の話ともかかわってまして、高齢者虐待であり、かつDVであるというケースも出てくると思います。ですから、そこは県、多分市町村さんでもまだ、役割分担がまだ多分できてないと思いますし、県の方ももっと担当課とも話をしないといけないと思いますけれども、いずれにせよ、基本的には、やはり先ほど言いました地域の見守りの社会になると思いますので、いろんな方が、例えば各市町村に地域包括支援センターというのがございまして、そこは基本的には地域の高齢者のことを、いろんなことを知っている、情報が集まっている位置づけのセンターでございますので、そこの方にもまたDVに関しての意識啓発とか普及啓発をやっていきたいといったことも考えております。

（会長）

　他にいかがでしょうか。事務局から何かご連絡等はありますでしょうか。

（事務局）

　委員の皆様には大変貴重なご意見をいただきまして、本当にありがとうございました。特に、DVにつきましては策定委員会の方にもまた報告して、これから検討していきます案の方に生かしていくようにしていきたいと思います。繰り返しになりますけれども、策定委員会での議論、またこの参画会議での議論、そういった意見を受けて、県庁内の関係課との調整、そしてパブリックコメント、そういったものを踏まえまして、案をさらに詰めていきたいと思います。そして、２月頃を目途にこの参画会議をまたお開きいただいて、そのときに、こういうふうにつながりましたということをご報告したいと思います。この間にはまた、委員の皆様いつでも結構ですので、何かお気づきのことなどございましたら、事務局の方にお教えいただければというふうに思っております。

（会長）

　ありがとうございました。それでは、以上をもちまして、第１回の会議を終わりたいと思います。２つの議題に対して、非常に積極的で精力的で、貴重なご意見をいただいたのではないかというふうに思います。ご議論ありがとうございました。お疲れさまでした。
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